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【表紙】

【投資者に対する注意事項】

　１　TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含んでいる場合

があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示基準並びに市場価格

の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者は、発行者情報により公表

された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、第一部　第３　４【事業等のリスク】にお

いて公表された情報を慎重に検討する必要があります。

　２　発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という。）第21条第１項

第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者をいう。）は、発行者情報

のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要

な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価

証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただ

し、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたと

きは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、相当な

注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を負いません。

　３　TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融商品市場に適

用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいては、J-Adviserが重要な役割

を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例（以下「特例」と

いう。）に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場

適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者

は、東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。

　４　東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若しくは誤解

を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、これらに限られま

せん。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負いません。
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第一部【企業情報】

第１【本国における法制等の概要】
　該当事項はありません。

回次
第７期

第１四半期
連結累計期間

第８期
第１四半期

連結累計期間
第７期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年６月30日

自　2021年４月１日

至　2021年６月30日
自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （千円） 1,750,872 1,549,220 7,030,716

経常損失（△） （千円） △168,870 △53,165 △581,052

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △212,000 △75,790 △641,979

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △211,305 △71,278 △622,658

純資産額 （千円） 2,287,457 1,695,747 1,771,535

総資産額 （千円） 4,114,263 3,457,126 3,664,751

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △7.38 △2.64 △22.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 52.3 44.5 44.2

第２【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　　連結経営指標等

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、発行会社の主要な経営指標の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

（当期）期純損失のため、記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及びその関係会社）が営む事業の内容について重要な変

更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結累計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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2021年６月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

メディア事業 45 ( 41 )

ｅコマース事業 82 ( ６ )

海外事業 31 ( － )

全社（共通） 27 ( 13 )

合計 185 ( 60 )

2021年６月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

72　( 54 ) 34.0 2.4 5,950

セグメントの名称 従業員数（人）

メディア事業 45 ( 41 )

全社（共通） 27 ( 13 )

合計 72 ( 54 )

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員であり、正社員及び契約社員の合計であります。なお、従業員数の（　）は臨時雇用者

数（パートタイマー、派遣社員及び業務委託を含む）の当第１四半期連結累計期間の平均人員を外数で記載

しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、当社の特定のセグメントに区分できない管理部門および新

規事業開発部に所属しているものであります。

(2）発行者の状況

　（注）１．従業員数は就業人員であり、正社員及び契約社員の合計であります。なお、従業員数の（　）は臨時雇用者

数（パートタイマー、派遣社員及び業務委託を含む）の当第１四半期累計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、当社の特定のセグメントに区分できない管理部門および新

規事業開発部に所属しているものであります。

３．平均年間給与は基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第３【事業の状況】
　文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

１【業績等の概要】

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響により経済活動が引

継続き抑制され、景気は依然として不透明な状況が続きました。

　当社グループが属していますインターネット広告市場につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響による消

費低迷および広告出稿減少の影響を受けましたが、他メディアよりも早い回復基調となり前年を上回りました（株式

会社電通「2020年日本の広告費」）。

　このような経営環境のもと、当社グループはテレワーク体制を整え、感染リスクを回避し社員の安全を確保した上

でWebツール等を利用し「トレンドを生みだす世界NO.１コミュニケーションメディア」というビジョンのもと「メデ

ィア事業」、「ｅコマース事業」及び「海外事業」の３つの基幹事業の成長継続、各事業の収益構造の改善などに取

り組みました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,549,220千円（前年同期比11.5％減）、営業損失44,551千円

（前年同期は175,824千円の営業損失）、経常損失53,165千円（前年同期は168,870千円の経常損失）、親会社株主に

帰属する四半期純損失は75,790千円（前年同期は212,000千円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりまし

た。

　セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

（メディア事業）

　メディア事業は、弊社が強化しているYouTuber事業並びにインフルエンサーマーケティングソリューション

「Lemon Square」の売上が順調に成長しました。またメディアにおけるネイティブ広告やそれに伴う動画制作事業

においてはコロナウイルスの影響の中で効率化によるコスト削減を進めました。

　この結果、外部顧客への売上高は264,521千円（前年同期比16.0％増）、セグメント利益は32,542千円（前年同

期はセグメント損失26,366千円）となりました。

（ｅコマース事業）

　ｅコマース事業は、新型コロナウイルス感染症の影響による緊急事態宣言の度重なる延長による消費者の購買意

欲の低下などの影響がありましたが、インターネット消費を株式会社マキシムの自社webサイトを中心に新商品や

コラボ商品の販売などｅコマース売上拡大に重点的に取り組みました。

　この結果、外部顧客への売上高は1,209,378千円（前年同期比15.8％減）、セグメント利益は32,844千円（前年

同期比56.3％減）となりました。

（海外事業）

　海外事業は、中国を拠点のLUCEグループの中国ECプラットフォームの運営においては代表が森川に変わり営業を

強化しました。一方コロナウイルスの影響を受けたインドネシアはインフルエンサー広告の拡大に取り組みまし

た。

　この結果、外部顧客への売上高は75,320千円（前年同期比13.1％減）、セグメント損失は9,850千円（前年同期

はセグメント損失11,568千円）となりました。
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セグメントの名称
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）
前年同期比（％）

メディア事業（千円） 228,028 264,521 116.0

ｅコマース事業（千円） 1,436,173 1,209,378 84.2

海外事業（千円） 86,671 75,320 86.9

合計（千円） 1,750,872 1,549,220 88.5

２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当社グループが提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、記載を省略しております。

（２）受注実績

　当社グループが提供するサービスの性格上、受注実績の記載になじまないため、記載を省略しております。

（３）販売実績

　当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりとなります。

　（注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、総販売実績に対する割合

が10％以上の相手先がいないため記載を省略しております。

３【対処すべき課題】

　当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は2021年６月25日に公表した発行者情報に

記載した「事業者のリスク」についての重要な変更はありませんが、当社株式の㈱東京証券取引所が運営を行ってお

ります証券市場TOKYO PRO Marketの上場維持の前提となる契約に関し、以下に記載いたします。

＜担当J-Adviserとの契約について＞

　当社は、㈱東京証券取引所が運営を行なっております証券市場TOKYO PRO Marketの上場企業です。

　当社ではフィリップ証券㈱を2019年11月27日開催の取締役会において、担当J-Adviserに指定することを決議し、

2019年11月27日にフィリップ証券㈱との間で、担当J-Adviser契約（以下「当該契約」といいます。）を締結してお

ります。当該契約は、TOKYO PRO Marketにおける当社株式の新規上場及び上場維持の前提となる契約であり、当該契

約を解除し、かつ、他の担当J-Adviserを確保できない場合、当社株式はTOKYO PRO Marketから上場廃止となりま

す。当該契約における契約解除に関する条項及び契約解除に係る事前催告に関する事項は以下のとおりです。

　なお、本発行者情報の公表日現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。

１．J-Adviser契約解除に関する条項

　当社が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ証券㈱はJ-Adviser契約（以下「本契約」という。）を

即日無催告解除することができる。

（１）債務超過

　当社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内に債務超過の状態から脱却し

えなかったとき、すなわち債務超過の状態となった事業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する日

（当該１年を経過する日が当社の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の後最初に到

来する事業年度の末日）までの期間（以下この項において「猶予期間」という。）において債務超過の状態

から脱却しえなかった場合。但し、当社が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続又は私的整理に関

するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１

年を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態から脱却することを計画している場合（フィリップ

証券㈱が適当と認める場合に限る。）には、２年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算して２年を

経過する日（猶予期間の最終日の翌日から起算して１年を経過する日が当社の事業年度の末日に当たらない

ときは、当該１年を経過する日後最初に到来する事業年度の末日）までの期間内）に債務超過の状態から脱

却しえなかったとき。

　なお、フィリップ証券㈱が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、猶予期間の最終日の属する連
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結会計年度（当社が連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度）に係る決算の内容を開示する

までの間において、再建計画（本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画を含

む。）を公表している当社を対象とし、当社が提出する当該再建計画並びに次のａ及びｂに定める書類に基

づき行う。

ａ　次の(イ)又は(ロ)の場合の区分に従い、当該(イ)又は(ロ)に規定する書面

（イ）法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書

面

（ロ）私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行

  う場合

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載し

た書面

ｂ　本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画の前提となった重要な事項等が、

公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面

（２）銀行取引の停止

　当社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった旨の

報告を書面で受けた場合

（３）破産手続、再生手続又は更生手続

　当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（当社

が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更

生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合

とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生

手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったとフィリップ証券㈱が認めた場合をいうものとし、当

該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。

ａ　当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づか

ない整理を行う場合

当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日

ｂ　当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困

難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは

大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った

場合、当社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日

（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であるとフィリップ証券㈱が

認めた日）

ｃ　当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済

に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済

の額が直前事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限る。）

当社から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日

（４）前号に該当することとなった場合においても、以下に定める再建計画の開示を行った場合には、原則とし

て本契約の解除は行わないものとする。

　再建計画とは次のａないしｃの全てに該当するものをいう。

ａ　次の(イ)又は(ロ)に定める場合に従い、当該(イ)又は(ロ)に定める事項に該当すること。

（イ）当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合

　当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること

（ロ）当社が前号ｃに規定する合意を行った場合

　当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。

ｂ　当該再建計画に次の(イ)及び(ロ)に掲げる事項が記載されていること。

（イ）当該上場有価証券の全部を消却するものでないこと

（ロ）前ａの(イ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ロ)に規定する合意がなされていること及

びそれを証する内容

ｃ　当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当でな

いと認められるものでないこと
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（５）事業活動の停止

　当社が事業活動を停止した場合（当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたとフィリップ証券㈱が

認めた場合をいう）又はこれに準ずる状態になった場合。

　なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他当社が事業活動を停止

した場合に準ずる状態になった場合とフィリップ証券㈱が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに

掲げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。

ａ　当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代わる財産の

全部又は一部として次の(イ)又は(ロ)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効

力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日

（イ）TOKYO PRO Marketの上場株券等

（ロ）上場株券等が、その発行者である当社の合併による解散により上場廃止となる場合　当該合併に係

る新設会社若しくは存続会社又は存続会社の親会社（当該会社が発行者である株券等を当該合併に

際して交付する場合に限る。）が上場申請を行い、速やかに上場される見込みのある株券等

ｂ　当社が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する株主総会

（普通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会

の決議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を

含む。）についての書面による報告を受けた日）

ｃ　当社が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（(3)ｂの規定の適用を受ける場合

を除く。）は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日

（６）不適当な合併等

　当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為（ⅰ　非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ　

非上場会社を子会社化する株式交付、ⅲ会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅳ　非上場会社から

の事業の譲受け、ⅴ　会社分割による他の者への事業の承継、ⅵ　他の者への事業の譲渡、ⅶ　非上場会社

との業務上の提携、ⅷ　第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅸ　その他非上場会社の吸収合

併又はこれらⅰからⅷまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）を行った場合で、当該上場会社が実

質的な存続会社でないとフィリップ証券㈱が認めた場合

（７）支配株主との取引の健全性の毀損

　第三者割当により支配株主が異動した場合（当該割当により支配株主が異動した場合及び当該割当により

交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合）において、支配株主と

の取引に関する健全性が著しく毀損されているとフィリップ証券㈱が認めるとき

（８）有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等の提出遅延

　当社が提出の義務を有する有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等につき、法令及び上場

規程等に定める期間内に提出しなかった場合で、フィリップ証券㈱がその遅延理由が適切でないと判断した

場合

（９）虚偽記載又は不適正意見等

　次のａ又はｂに該当する場合

ａ　当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であるとフィリップ証券㈱が認める場合

ｂ　当社の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書について

は「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、当社の責めに帰すべからざる事由に

よるものである場合を除く。以下このｂにおいて同じ。）が記載され、かつ、その影響が重大である

とフィリップ証券㈱が認める場合

（10）法令違反及び上場規程違反等

　当社が重大な法令違反又は上場規程に関する重大な違反を行った場合

（11）株式事務代行機関への委託

　当社が株式事務を㈱東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託

しないこととなることが確実となった場合
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（12）株式の譲渡制限

　当社が当該銘柄に係る株式の譲渡につき制限を行うこととした場合

（13）完全子会社化

　当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合

（14）指定振替機関における取扱い

　当社が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合

（15）株主の権利の不当な制限

　株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとして、当社が次のａからｇまでのいずれかに掲げ

る行為を行っているとフィリップ証券㈱が認めた場合でかつ株主及び投資者の利益を侵害するおそれが大き

いとフィリップ証券㈱が認める場合、その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとフィリ

ップ証券㈱が認めた場合。

ａ　買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する

買収防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約

権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割

り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。）

ｂ　ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不

発動とすることができないものの導入

ｃ　拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を

要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である当社の主要な事業を行って

いる子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以外の者を割当先として発行する場

合において、当該種類株式の発行が当社に対する買収の実現を困難にする方策であるとフィリップ証券

㈱が認めるときは、当社が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権

付種類株式を発行するものとして取り扱う。）

ｄ　上場株券等について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取締役の過半数の選

解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定

ｅ　上場株券等より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について株主総会において一個

の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受ける権利

の価額等が上場株券等より低い株式をいう。）の発行に係る決議又は決定

ｆ　議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。ただし、株主及び投資者の利益を侵害

するおそれが少ないとフィリップ証券㈱が認める場合は、この限りでない。

ｇ　株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係

る決議又は決定

（16）全部取得

　当社が当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合

（17）反社会的勢力の関与

　当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO Marketに対

する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したとフィリップ証券㈱が認めるとき

（18）その他

　前各号のほか、公益又は投資者保護のため、フィリップ証券㈱もしくは㈱東京証券取引所が当該銘柄の上

場廃止を適当と認めた場合

２．J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項

（１）当社又はフィリップ証券㈱のいずれかが、当該契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反

を犯した場合、相手方は、相当の期間（特段の事情のない限り１ヵ月とする。）を定めてその違反の是正又

は義務の履行を書面で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本

契約を解除することができる。

（２）前項の定めにかかわらず、当社及びフィリップ証券㈱は、合意により本契約期間中いつでも当該契約を解
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除することができる。また、いずれかの当事者から相手方に対し、１ヵ月前に書面で通知することにより当

該契約を解除することができる。

（３）契約解除する場合、特段の事情のない限り、フィリップ証券㈱はあらかじめ当該契約を解除する旨を㈱東

京証券取引所に通知しなければならない。

５【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの四半期連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。四半期連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収

益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、

過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積

りと異なる場合があります。

（２）財政状態の分析

（流動資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ177,076千円減少し、2,634,709千円

となりました。主な変動要因は、現金及び預金92,320千円の減少、受取手形及び売掛金160,305千円の減少などで

あります。

（固定資産）

　当第１四半期連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ30,548千円減少し、822,416千円と

なりました。主な変動要因は、のれん9,418千円の減少、投資有価証券9,952千円の減少、繰延税金資産16,754千円

の減少などであります。

（流動負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ89,603千円減少し、870,095千円と

なりました。主な変動要因は、支払手形及び買掛金76,014千円の減少、短期借入金50,170千円の増加、未払法人税

等81,862千円の減少などであります。

（固定負債）

　当第１四半期連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ42,233千円減少し、891,282千円と

なりました。主な変動要因は、長期借入金42,295千円の減少などであります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ75,787千円減少し、1,695,747千円と

なりました。主な変動要因は、資本金5,387,700千円の減少、資本剰余金3,436,451千円の減少、利益剰余金

8,743,851千円の増加、非支配株主持分6,038千円の増加などであります。

（３）経営成績の分析

　「１【業績等の概要】」に記載の通りであります。

　（４）キャッシュ・フローの分析

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。
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　（５）継続企業の前提に関する重要事象等を解消するための改善策

　当社グループは、各連結会計年度において営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失、マイナス

の営業キャッシュ・フローを計上しております。

　当第１四半期連結累計期間におきましても、営業損失及び経常損失、親会社株主に帰属する四半期純損失を計

上しており、現時点においては継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりま

す。

　それに対し、当社グループは当該状況を解消すべく、以下に示す課題への対処を的確に行うことにより安定的

な財務基盤を確立し、当該事象が早期に解消されるよう取り組んでまいります。

　これらの改善策を状況に応じて適切に推進していくことから、継続企業の前提に重要な不確実性は認められな

いと判断しております。

①　基盤収益事業の強化による売上維持・拡大

＜メディア事業＞

　『広告サービス』『インフルエンサーマーケティングサービス』において、売上高は安定的に推移してお

り、第１四半期連結累計期間の売上高に占める構成が17.0％となっております。そのため、当社グループは、

当該事業をさらに強化していくことで、安定した収益獲得を目指してまいります。

　具体的には、マーケットの拡大も見込まれてはおりますが、総クライアント数の増加と大型契約のクライア

ント数の増加及びユーザー満足度の高い機能を追加することによるユーザーの購買行動の上昇等の施策を講じ

てまいります。

＜ｅコマース事業＞

　ｅコマース事業は、現在20代～30代の女性を中心に全国100万人の会員数を誇りコスメＥＣや新規ブランド

ともに堅調に成長しております。第１四半期連結累計期間の売上高に占める構成が77.9％なっており、当社グ

ループの安定的な収益の基盤となっております。当社グループは人気インフルエンサーによる韓国ファッショ

ンのセレクトショップ『Isn't She？』において韓国の化粧品や美容器具にＥＣ販売の拡大を進めてまいりま

す。

＜海外事業＞

　海外事業は、第１四半期連結累計期間の売上高に占める構成が5.1％となっております。海外向け『C 

CHANNEL』事業の運営、中国における美容ＥＣ及び美容メディア事業の運営等の成長に注力してまいります。

②　積極的投資事業における選択と集中による事業の選別と早期収益化の実現

　積極的投資事業については、当社グループとのシナジーが期待できない事業や収益化が困難と判断した事業

については適時適切に処分することを検討してまいります。また、早期収益化の実現のため、当社グループの

事業とシナジーのある他社と積極的に業務提携を締結すること等を通じて、事業の拡大を図ってまいります。

③　資金調達や資金繰りの安定化

　2020年３月13日開催の臨時株主総会において、第三者割当増資契約を決議し、2020年３月25日に払込手続き

を完了しております。

④　経費の削減

　当社グループは、当社グループ事業の強みを確保した上で、引き続き、外注費等の売上原価、販売費及び一

般管理費の固定費などの削減に努め収益性の改善に注力してまいります。
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第４【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　該当事項はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。

記名・無記名
の別、額面・
無額面の別及
び種類

発行可能
株式総数
（株）

未発行株式数
（株）

当第１四半期
連結会計期間末

現在発行数
（株）

（2021年
６月30日）

公表日
現在発行数

（株）
（2021年

８月10日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 100,000,000 71,278,000 28,722,000 28,722,000

東京証券取引所

（TOKYO PRO

Market）

単元株式数100株

計 100,000,000 71,278,000 28,722,000 28,722,000 ― ―

第５【発行者の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年６月25日（注） － 28,722,000 △5,387,700 10,000 △5,396,200 －

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少し、その他資本

剰余金へ振り替えたものであります。

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

28,722,000
287,220

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 28,722,000 ― ―

総株主の議決権 ― 287,220 ―

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第６【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間

（2021年４月１日から2021年６月30日）に係る四半期連結財務諸表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,316,381 1,224,060

受取手形及び売掛金 648,351 488,046

商品及び製品 810,625 827,277

仕掛品 4,676 4,022

貯蔵品 20,556 20,974

その他 55,738 103,241

貸倒引当金 △44,543 △32,913

流動資産合計 2,811,786 2,634,709

固定資産

有形固定資産 38,477 37,152

無形固定資産

のれん 612,211 602,792

その他 10,077 15,366

無形固定資産合計 622,288 618,159

投資その他の資産

投資有価証券 96,368 86,415

長期未収入金 67,016 67,016

繰延税金資産 22,491 5,736

その他 73,338 74,951

貸倒引当金 △67,016 △67,016

投資その他の資産合計 192,198 167,104

固定資産合計 852,964 822,416

資産合計 3,664,751 3,457,126

１【四半期連結財務諸表等】

（１）【四半期連結財務諸表】

①【四半期連結貸借対照表】

- 14 -



（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 313,536 237,521

短期借入金 50,000 100,170

１年内返済予定の長期借入金 169,180 169,180

未払金 237,315 255,855

未払法人税等 84,196 2,334

賞与引当金 27,804 5,971

ポイント引当金 13,475 11,379

その他 64,191 87,683

流動負債合計 959,699 870,095

固定負債

長期借入金 904,993 862,698

資産除去債務 22,559 22,568

繰延税金負債 3,653 3,971

その他 2,310 2,044

固定負債合計 933,516 891,282

負債合計 1,893,215 1,761,378

純資産の部

株主資本

資本金 5,397,700 10,000

資本剰余金 5,239,303 1,802,851

利益剰余金 △9,013,975 △270,124

株主資本合計 1,623,027 1,542,727

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △1,425 △2,952

その他の包括利益累計額合計 △1,425 △2,952

新株予約権 58,450 58,450

非支配株主持分 91,484 97,522

純資産合計 1,771,535 1,695,747

負債純資産合計 3,664,751 3,457,126
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

売上高 1,750,872 1,549,220

売上原価 870,760 716,544

売上総利益 880,112 832,676

販売費及び一般管理費 1,055,936 877,227

営業損失（△） △175,824 △44,551

営業外収益

受取利息 78 71

業務受託料 ─ 1,818

協賛金収入 23 2,066

為替差益 11,935 888

保険解約返戻金 16,879 ─

その他 4,203 1,122

営業外収益合計 33,120 5,968

営業外費用

支払利息 2,013 1,988

持分法による投資損失 22,589 9,952

その他 1,563 2,641

営業外費用合計 26,166 14,581

経常損失（△） △168,870 △53,165

税金等調整前四半期純損失（△） △168,870 △53,165

法人税、住民税及び事業税 19,143 △196

法人税等調整額 14,918 16,782

法人税等合計 34,062 16,586

四半期純損失（△） △202,932 △69,751

非支配株主に帰属する四半期純利益 9,067 6,038

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △212,000 △75,790

②【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結損益計算書】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

四半期純損失（△） △202,932 △69,751

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △8,372 △1,526

その他の包括利益合計 △8,372 △1,526

四半期包括利益 △211,305 △71,278

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △214,262 △77,316

非支配株主に係る四半期包括利益 2,956 6,038

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

当該基準では、企業が顧客との契約の一部として、企業から追加的な財又はサービスを割引価格で購入できる

オプションを顧客に付与した場合は、オプションを付与した時点では別個の履行義務として識別し、取引対価の

一部を契約負債として認識し、将来の財又はサービスが顧客に移転した時点、又は行使期限が終了した時点で収

益を認識することが要請されています。

これにより、従来、売上時に付与したポイントについては、未利用分をポイント引当金として計上しておりま

したが、ポイントを付与した時点でこれを履行義務として識別し、ポイントが行使され、追加的な財又はサービ

スが顧客に移転した時点、又はその行使期限が終了した時点で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高が1,146千円、販売費及び一般管理費は704千円それぞれ減少

し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失がそれぞれ441千円増加しております。また、利益剰余

金の当期首残高は4,509千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

減価償却費 1,610千円 2,224千円

のれんの償却額 10,433 〃 9,418 〃

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間における四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

　2021年６月25日開催の定時株主総会の決議に基づき、2021年６月25日付で減資の効力が発生し、資本金が

5,387,700千円及び資本剰余金が5,396,200千円それぞれ減少し、その減少額全額をその他資本剰余金に振り

替えました。また、振替後のその他資本剰余金8,824,151千円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補に充

当しました。その結果、当第１四半期連結会計期間末において資本金が10,000千円、資本剰余金が

1,802,851千円となっております。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結財
務諸表計上額
（注）２メディア事業

ｅコマース事
業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 228,028 1,436,173 86,671 1,750,872 － 1,750,872

セグメント間の内部売

上高又は振替高
2,918 － － 2,918 △2,918 －

計 230,946 1,436,173 86,671 1,753,791 △2,918 1,750,872

セグメント利益又は損失

（△）
△26,366 75,171 △11,568 37,236 △213,061 △175,824

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結財
務諸表計上額
（注）２メディア事業

ｅコマース事
業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 264,521 1,209,378 75,320 1,549,220 － 1,549,220

セグメント間の内部売

上高又は振替高
983 2,705 － 3,689 △3,689 －

計 265,504 1,212,084 75,320 1,552,909 △3,689 1,549,220

セグメント利益又は損失

（△）
32,542 32,844 △9,850 55,535 △100,087 △44,551

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）の調整額△213,061千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）の調整額△100,087千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「ｅコマース事業」の売上高が1,007千

円、セグメント利益が303千円減少し、「海外事業」の売上高が138千円減少し、セグメント損失が138千円増加し

ております
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △7円38銭 △2円64銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △212,000 △75,790

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）
△212,000 △75,790

普通株式の期中平均株式数（株） 28,722,000 28,722,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益額の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（１株当たり情報）

　　　　　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。

第７【外国為替相場の推移】
　該当事項はありません。
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第二部【特別情報】

第１【外部専門家の同意】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

ＰｗＣ京都監査法人

京都事務所

指 定 社 員
業務執行社員公認会計士　松　永　幸　廣　印

指 定 社 員
業務執行社員公認会計士　安　本　哲　宏　印

2021年８月10日

Ｃ　Ｃｈａｎｎｅｌ　株　式　会　社

　　　　取　締　役　会　御　中

監査人の結論
当監査法人は、「経理の状況」に掲げられているC Channel株式会社の2021年４月１日から2022年３月

３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年６月３０日まで）及
び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、
すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい
て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、C Channel株式会社及び連結子会社
の2021年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適
正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半
期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結
財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビ

ューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その
他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい
て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表
示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合
は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人
の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期
連結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証
拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当
社（発行者情報提出会社）が別途保管しております。
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